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第１ 条例・要綱関係 
 

明石市国民保護協議会条例 
 

（平成 18 年３月 29 日条例第５号） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成 16 年法律第 112 号）第 40 条第８項の規定に基づき、明石市国民保護協議会（以下「協

議会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（委員及び専門委員） 

第２条 委員の数は、40 人以内とする。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、その任を解くものとす

る。 

（会長の職務代理） 

第３条 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委

員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 協議会は、会長が招集し、その会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところ

による。 

（意見の聴取） 

第５条 会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見を聴くことがで

きる。 

（幹事） 

第６条 協議会に、幹事 10 人以内を置く。 

２ 幹事は、委員の属する機関のうちから市長が任命する。 

３ 幹事は、協議会の所掌事務について、委員及び専門委員を補佐する。 

（部会） 

第７条 協議会に、その所掌事務を分掌させるため、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 



 

３ 部会に部会長を置き、委員のうちから会長が指名する者をもって充てる。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名す

る者が、その職務を代理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会

に諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

  



 

 

明石市国民保護協議会運営要綱 
 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、明石市国民保護協議会条例（平成 18 年条例 第５号）第８条の規定

に基づき、明石市国民保護協議会（以下｢協議会｣という。）の運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（会議） 

第２条 協議会の会議（以下「会議」という。）を召集するときは、協議会の日時、場所及

び議題を定め、委員に通知しなければならない。 

（異動の報告） 

第３条 委員に異動があったときは、その後任者は、直ちに職名、氏名、異動年月日を会

長に報告しなければならない。 

（会議の公開） 

第４条 会議は、公開とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、会議の全部又は一

部を非公開とすることができる。  

(1) 個人情報の保護が損なわれる恐れがあると会長が認める場合 

(2) 公正または円滑な会議運営が損なわれると会長が認める場合 

３ 会議の公開は傍聴によるものとし、傍聴に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（会議の記録） 

第５条 会長は、会議録を作成し、次の事項を記載するものとする。 

(1) 会議の開会及び閉会の日時及び場所 

(2) 出席委員の氏名 

(3) 会議の概要 

２ 会議録は、会長が指名する委員が署名し、会議の庶務を担当する課において保管する

ものとする。 

３ 会議録は公開するものとする。ただし、会議録中、次に掲げるものは公開しない。 

(1) 発言者の氏名 

(2) 発言者が識別されると認められる事項 

(3) その他公開することにより、公正又は円滑な会議運営が損なわれると認められる事

項 



 

（幹事会） 

第６条 幹事会の会長は、協議会の会長が指名する。 

２ 幹事会の開催は、幹事会の会長が招集する。 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は、総合安全対策室において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 18 年５月 30 日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 

  



 

 

明石市国民保護対策本部及び明石市緊急対処事態対策本部条例 
 

（平成 18 年３月 29 日条例第４号） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成 16 年法律第 112 号。以下「法」という。）第 31 条及び法第 183 条において準用する法

第 31 条の規定に基づき、明石市国民保護対策本部（以下「国民保護対策本部」という。）

及び明石市緊急対処事態対策本部（以下「緊急対処事態対策本部」という。）に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）は、国民保護対策本部の事務を総

括し、その職員を指揮監督する。 

２ 国民保護対策本部の副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を助け、本部長

に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その職務を代理する。 

３ 国民保護対策本部の本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受けて、国民

保護対策本部の事務に従事する。 

４ 本部長、副本部長及び本部員のほか、国民保護対策本部に必要な職員を置くことがで

きる。 

５ 前項の職員は、市の職員のうちから市長が任命する。 

（会議） 

第３条 本部長は、国民保護対策本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、

必要に応じ、国民保護対策本部の会議（以下「会議」という。）を招集し、その会議の議

長となる。 

２ 本部長は、法第 28 条第６項の規定により、国の職員その他市の職員以外の者を会議に

出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。 

（部） 

第４条 本部長は、必要と認めるときは、国民保護対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部員のうちから本部長が指名する者をもって充てる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 



 

（現地対策本部） 

第５条 国民保護対策本部の現地対策本部（以下「現地対策本部」という。）に現地対策本

部長、現地対策本部員その他の職員を置き、副本部長、本部員その他の国民保護対策本

部の職員のうちから本部長が指名する者をもって充てる。 

２ 現地対策本部長は、現地対策本部の事務を掌理する。 

（準用） 

第６条 第２条から前条までの規定は、緊急対処事態対策本部について準用する。この場

合において、これらの規定中「国民保護対策本部」とあるのは「緊急対処事態対策本部」

と、「国民保護対策本部長」とあるのは「緊急対処事態対策本部長」と読み替えるものと

する。 

（委任） 

第７条 第２条から前条までに定めるもののほか、国民保護対策本部及び緊急対処事態対

策本部に関し必要な事項は、本部長が定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

  



 

 

明石市の特殊標章及び身分証明書に関する交付要綱 
 
目次 
第１章 総則（第１条―第４条） 
第２章 特殊標章の交付等（第５条―第９条） 
第３章 身分証明書の交付等(第１０条―第１３条) 
第４章 保管及び返納（第１４条・第１５条） 
第５章 濫用の禁止等(第１６条・第１７条) 
第６章 雑則（第１８条―第２０条） 
附則 

 
第１章 総則 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成１６年法律第１１２号。以下「国民保護法」という。）及び「赤十字標章等及び特殊標

章等に係る事務の運用に関するガイドライン」（平成１７年８月２日閣副安危第３２１号

内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官（事態法制企画担当）通知）

に基づき、明石市の武力攻撃事態等における特殊標章等（国民保護法第１５８条第１項

の特殊標章及び身分証明書をいう。以下同じ。）の交付に関する基準、手続その他必要な

事項を定めるものとする。 
（定義及び様式） 

第２条 この要綱において「特殊標章」とは、国民保護法第１５８条第１項に規定する特

殊標章のうち、腕章、帽章、旗及び車両章をいい、その区分、表示及び制式は、別表に

定めるとおりとする。 
２ この要綱において「身分証明書」とは、国民保護法第１５８条第１項に規定する身分

証明書をいい、その様式は、別図のとおりとする。 
（交付の対象者） 

第３条 市長は、武力攻撃事態等において、国民保護法第１６条の規定に基づき、市長が

実施する国民の保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）に係る職務等を行う

者として、次の各号に掲げる者に対し、特殊標章等の交付を行うものとする。 
(1)  市の職員（消防長の所轄の消防職員を除く。）で国民保護措置に係る職務を行うも



 

の 

(2)  消防団長及び消防団員 

(3)  市長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

(4)  市長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

（交付の手続） 

第４条 市長は、前条第１号及び第２号に掲げる者について、特殊標章等の交付をした者

に関する台帳（別記様式２。以下「台帳」という。）に登録し、その者に対して特殊標章

等を作成して交付する。 
２ 市長は、前条第３号及び第４号に掲げる者について、原則としてその者からの特殊標

章等に係る交付申請書（別記様式１）による申請に基づき、その内容を適当と認めると

きは、台帳に登録し、その者に対して特殊標章等を作成して交付する。 
第２章 特殊標章の交付等 
（腕章及び帽章の交付） 

第５条 市長は、第３条第１号又は第２号に掲げる者のうち武力攻撃事態等において行う

こととされる国民保護措置に係る職務の内容等を勘案し、市長が必要と認めるものに対

し、平時において、第２条第１項で規定する腕章及び帽章（以下「腕章等」という。）を

交付するものとする。 
２ 市長は、第３条第１号及び第２号に掲げる者（前項において市長が必要と認めるもの

を除く。）並びに同条第３号及び第４号に掲げる者に対し、武力攻撃事態等において、腕

章等を交付するものとする。 
（旗及び車両章の交付） 

第６条 市長は、前条の規定により腕章等を交付する場合において、必要に応じ、国民保

護措置に係る職務、業務又は協力のために使用される場所、車両、船舶、航空機等（以

下「場所等」という。）を識別させるため、場所等ごとに第２条第１項に規定する旗又は

車両章（以下「旗等」という。）を併せて交付するものとする。 
（訓練における使用） 

第７条 市長は、平時において、国民保護措置についての訓練を実施するときは、第３条

各号に掲げる者に対し、腕章等を貸与することができるものとする。 
２ 市長は、前項の規定により腕章等を貸与するときは、必要に応じ、場所等ごとに旗等

を併せて貸与することができるものとする。 
（特殊標章の特例交付） 

第８条 市長は、人命救助等のために特に緊急を要し、対象者からの申請を待つ暇がない



 

と認めるときは、当該申請を待たずに特殊標章のみを交付することができるものとする。 
２ 市長は、前項の場合において、必要があると認めるときは、特殊標章を交付した者に

対して返納を求めるものとする。 
（特殊標章の再交付） 

第９条 市長から特殊標章の交付を受けた者は、特殊標章を紛失したとき又は使用に堪え

ない程度に汚損若しくは破損したときは、特殊標章再交付申請書（別記様式３）により

速やかに市長に申請し、特殊標章の再交付を受けるものとする。 
２ 前項の規定により再交付を受けるときは、汚損又は破損した特殊標章を返納しなけれ

ばならない。ただし、特殊標章を紛失したときは、この限りでない。 
第３章 身分証明書の交付等 
（身分証明書の交付） 

第１０条 市長は、第５条第１項の規定により腕章等を交付した者に対し、第２条第２項

に規定する身分証明書（以下「身分証明書」という。）を交付するものとする。 
２ 市長は、第５条第２項の規定により腕章等を交付した者に対し、身分証明書を交付す

るものとする。 
（身分証明書の携帯） 

第１１条 市長から身分証明書の交付を受けた者は、特殊標章を使用する必要があるとき

は、身分証明書を携帯するものとする。 
（身分証明書の再交付） 

第１２条 市長から身分証明書の交付を受けた者は、身分証明書を紛失したとき又は使用

に堪えない程度に汚損若しくは破損したときは、身分証明書再交付申請書（別記様式４）

により速やかに市長に申請し、身分証明書の再交付を受けるものとする。身分証明書の

記載事項に異動があったときも同様とする。 
２ 前項の規定により再交付を受けるときは、汚損又は破損した身分証明書を返納しなけ

ればならない。ただし、身分証明書を紛失したときは、この限りでない。 
（有効期間及び更新） 

第１３条 第１０条第１項の規定により市長が交付する身分証明書の有効期間は、交付さ

れた者がその身分を失うときまでとする。 
２ 第１０条第２項の規定により市長が武力攻撃事態等において交付する身分証明書の有

効期間は、武力攻撃事態等の状況及び国民保護措置の内容に鑑み、市長が必要があると

認める期間とする。 
３ 身分証明書の更新手続については、第４条の規定を準用する。 



 

第４章 保管及び返納 
（保管） 

第１４条 市長は、特殊標章等に番号を付し、厳重に保管するものとする。 
２ 特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行ってい

る場合及び訓練又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を厳重に保管するもの

とする。 
（返納） 

第１５条 市長から特殊標章等の交付を受けた者は、身分を失ったときその他の事由があ

ったときは、特殊標章等を返納しなければならない。 
第５章 濫用の禁止等 
（濫用の禁止） 

第１６条 特殊標章等の交付を受けた者は、特殊標章等を他人に譲り渡し、又は貸与して

はならない。 
２ 特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行ってい

る場合及び訓練又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を使用してはならない。 
３ 特殊標章等により識別させることができる場所等については、当該場所等が専ら国民

保護措置に係る職務、業務又は協力のために使用されていなければならない。 
（周知） 

第１７条 市長は、特殊標章等を交付する者に対し、当該交付する際その他必要な機会に

おいて、特殊標章等の意義、その使用及び管理等について説明を行い、あらかじめその

周知を図るものとする。 
第６章 雑則 
（雑則） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、特殊標章等の様式等については、「赤十字標章等

及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン」に定めるところによる。 
 （庶務） 
第１９条 明石市における特殊標章等の交付及び管理に関する事務は、総合安全対策室が

行う。 
 （補則） 
第２０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 
 

附 則 



 

 この要綱は、平成２０年３月１９日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
   附 則 
この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 
 

  



 

別表（第２条関係） 
 

区 分 
表 示

制    式 
位   置 形   状 

腕 章 左腕に表示  ① オレンジ色地に青色の正

三角形とする。 

② 三角形の一の角が垂直に

上を向いている。 

③ 三角形のいずれの角もオ

レンジ色地の縁に接して

いない。 

 

※一連の登録番号を表面右下

隅に付する。 

（例：明石市 １） 

帽 章 帽子（ヘルメットを

含む。）の前部中央

に表示 

旗 施設の平面に展張、

掲揚又は表示 

船舶に掲揚又は表

示 

車両章 車両の両側面及び

後面に表示 

航空機の両側面に

表示 

 

 

  



 

別図（第２条関係） 
 

表面         裏面 

 

 

日本工業規格Ａ７（横７４ミリメートル、縦１０５ミリメートル） 

 

  



 

別記様式１（第４条関係） 
                          

特殊標章等に係る交付申請書 

                           

年  月  日 

 明 石 市 長 様 

 

  私は、国民保護法第１５８条の規定に基づき、特殊標章等の交付を以下のとおり

申請します。 
 

 氏名：（ 漢 字 ）                  

 

       （ローマ字）                  

 生年月日（西暦） 

 

     年  月  日 

 申請者の連絡先 

   住    所： 

 

 電話番号： 

   E - m a i l： 

〒                      

                       

             

                       

 

識別のための情報（身分証明書の交付又は使用許可の場合のみ記載） 

身  長：      ㎝   眼の色：      

 

頭髪の色：               血液型：     （Ｒｈ因子      ） 

  

 標章を使用する衣服、場所、車両、船舶、航空機等の概要及び使用する標章の数等 
 （標章の交付の場合のみ記載） 

                                       

                                       
  

（市使用欄） 

資 格：                                  

証明書番号：                     交付等の年月日：            

有効期間の満了日：           

返納日：           

写 真 

縦４×横３㎝ 

 
（身分証明書の交付又は 
 使用許可の場合のみ） 
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別記様式３（第９条関係） 
 

特殊標章再交付申請書 

 

年  月  日 

 

明 石 市 長 様 

 

                申 請 者 

住 所                     

電  話                    

氏 名                 印 

１ 紛失（破損等）した特殊標章の種別及び登録番号 

 

２ 紛失（破損等）年月日 

 

３ 紛失の状況（破損等の理由） 

 

４ その他必要な事項 

   ※ 受 付 欄          ※ 経   過   欄 

  

備 考  ※印の欄は、記入しないでください。 



 

別記様式４（第 12 条関係） 
 

身分証明書再交付申請書 

 

年  月  日 

 

明 石 市 長 様 

 

                申 請 者 

住 所                     

電  話                    

氏 名                 印 

１ 旧身分証明書番号 

 

２ 理 由 

 

３ その他必要な事項 

※ 受 付 欄 ※ 経   過   欄 

  

備 考 １ 理由には、紛失、汚損、破損及び記載事項の変更等を記入してください。 

２ 紛失の場合は、紛失の日時、場所及び紛失の状況を追記してください。 

３ 記載事項の変更の場合は、旧記載事項を追記してください。 

４ ※印の欄は、記入しないでください。 



 

 
明石市消防局の特殊標章及び身分証明書に関する交付要綱 

 
目次 
第１章 総則（第１条―第４条） 
第２章 特殊標章の交付等（第５条―第９条） 
第３章 身分証明書の交付等(第１０条―第１３条) 
第４章 保管及び返納（第１４条・第１５条） 
第５章 濫用の禁止等(第１６条・第１７条) 
第６章 雑則（第１８条―第２０条） 
附則 

 
第１章 総則 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１

６年法律第１１２号。以下「国民保護法」という。）及び「赤十字標章等及び特殊標章等に

係る事務の運用に関するガイドライン」（平成１７年８月２日閣副安危第３２１号内閣官房

副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官（事態法制企画担当）通知）に基づき、

明石市消防局の武力攻撃事態等における特殊標章等（国民保護法第１５８条第1項の特殊標

章及び身分証明書をいう。以下同じ。）の交付に関する基準、手続その他必要な事項を定め

るものとする。 

（定義及び様式） 

第２条 この要綱において「特殊標章」とは、国民保護法第１５８条第１項に規定する特殊標

章のうち、腕章、帽章、旗及び車両章をいい、その区分、表示及び制式は、別表で定めると

おりとする。 

２ この要綱において「身分証明書」とは、国民保護法第１５８条第１項に規定する身分証明

書をいい、その様式は、別図のとおりとする。 

（交付の対象者） 

第３条 消防長は、武力攻撃事態等において、国民保護法第１６条の規定に基づき、消防長が

実施する国民の保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）に係る職務等を行う者

として、次の各号に掲げる者に対し、特殊標章等の交付を行うものとする。 

 (1) 消防長の所轄の消防職員で国民保護措置に係る職務を行うもの 



 

 (2) 消防長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

 (3) 消防長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

（交付の手続） 

第４条 消防長は、前条第1号に掲げる者について、特殊標章等の交付をした者に関する台帳

（別記様式２。以下「台帳」という。）に登録し、その者に対して特殊標章等を作成して交

付する。 

２ 消防長は、前条第２号及び第３号に掲げる者について、原則としてその者からの特殊標章

等に係る交付申請書（別記様式１）による申請に基づき、その内容を適当と認めるときは、

台帳に登録し、その者に対して特殊標章等を作成して交付する。 

第２章 特殊標章の交付等 
（腕章及び帽章の交付） 

第５条 消防長は、第３条第１号に掲げる者のうち武力攻撃事態等において行うこととされ

る国民保護措置に係る職務の内容等を勘案し、消防長が必要と認めるものに対し、平時にお

いて、第２条第１項で規定する腕章及び帽章（以下「腕章等」という。）を交付するものと

する。 

２ 消防長は、第３条第１号に掲げる者（前項において消防長が必要と認めるものを除く。）

並びに同条第２号及び第３号に掲げる者に対し、武力攻撃事態等において、腕章等を交付す

るものとする。 

（旗及び車両等の交付） 

第６条 消防長は、前条の規定により腕章等を交付する場合において、必要に応じ、国民保護

措置に係る職務、業務又は協力のために使用される場所、車両、船舶、航空機等（以下「場

所等」という。）を識別させるため、場所等ごとに第２条第１項に規定する旗又は車両章（以

下「旗等」という。）を併せて交付するものとする。 

（訓練における使用） 

第７条 消防長は、平時において、国民保護措置についての訓練を実施するときは、第３条第

２号及び第３号に掲げる者に対し、腕章等を貸与することができるものとする。 

２ 消防長は、前項の規定により腕章等を貸与するときは、必要に応じ、場所等ごとに旗等を

併せて貸与することができるものとする。 

（特殊標章の特例交付） 

第８条 消防長は、人命救助等のために特に緊急を要し、対象者からの申請を待つ暇がないと

認めるときは、当該申請を待たずに特殊標章のみを交付することができるものとする。 

２ 消防長は、前項の場合において、必要があると認めるときは、特殊標章を交付した者に対



 

して返納を求めるものとする。 

（特殊標章の再交付） 

第９条 消防長から特殊標章の交付を受けた者は、特殊標章を紛失したとき又は使用に堪え

ない程度に汚損若しくは破損したときは、特殊標章再交付申請書（別記様式３）により速や

かに消防長に申請し、特殊標章の再交付を受けるものとする。 

２ 前項の規定により再交付を受けるときは、汚損又は破損した特殊標章を返納しなければ

ならない。ただし、特殊標章を紛失したときは、この限りでない。 

第３章 身分証明書の交付等 
（身分証明書の交付） 

第１０条 消防長は、第５条第１項の規定により、腕章等を交付した者に対し、第２条第２項

に規定する身分証明書（以下「身分証明書」という。）を交付するものとする。 

２ 消防長は、第５条第２項の規定により腕章等を交付した者に対し、身分証明書を交付する

ものとする。 

（身分証明書の携帯） 

第１１条 消防長から身分証明書の交付を受けた者は、特殊標章を使用する必要があるとき

は、身分証明書を携帯するものとする。 

（身分証明書の再交付） 

第１２条 消防長から身分証明書の交付を受けた者は、身分証明書を紛失したとき又は使用

に堪えない程度に汚損若しくは破損したときは、身分証明書再交付申請書（別記様式４）に

より速やかに消防長に申請し、身分証明書の再交付を受けるものとする。身分証明書の記載

事項に異動があったときも同様とする。 

２ 前項の規定により再交付を受けるときは、汚損又は破損した身分証明書を返納しなけれ

ばならない。ただし、身分証明書を紛失したときは、この限りでない。 

（有効期間及び更新） 

第１３条 第１０条第１項の規定により消防長が交付する身分証明書の有効期間は、交付さ

れた者がその身分を失うときまでとする。 

２ 第１０条第２項の規定により消防長が武力攻撃事態等において交付する身分証明書の有

効期間は、武力攻撃事態等の状況及び国民保護措置の内容に鑑み、消防長が必要があると認

める期間とする。 

３ 身分証明書の更新手続については、第４条の規定を準用する。 

第４章 保管及び返納 
（保管） 



 

第１４条 消防長は、特殊標章等に番号を付し、厳重に保管するものとする。 

２ 特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行っている場

合及び訓練又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を厳重に保管するものとする。 

（返納） 

第１５条 消防長から特殊標章等の交付を受けた者は、身分を失ったときその他の事由があ

ったときは、特殊標章等を返納しなければならない。 

第５章 濫用の禁止等 
（濫用の禁止） 

第１６条 特殊標章等の交付を受けた者は、特殊標章等を他人に譲り渡し、又は貸与してはな

らない。 

２ 特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行っている場

合及び訓練又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を使用してはならない。 

３ 特殊標章等により識別されることができる場所等については、当該場所等が専ら国民保

護措置に係る職務、業務又は協力のために使用されていなければならない。 

（周知） 

第１７条 消防長は、特殊標章等を交付する者に対し、当該交付する際その他必要な機会にお

いて、特殊標章等の意義、その使用及び管理等について説明を行い、あらかじめその周知を

図るものとする。 

第６章 雑則 
（雑則） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、特殊標章等の様式等については、「赤十字標章等及

び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン」に定めるところによる。 

（庶務） 

第１９条 明石市消防局における特殊標章等の交付及び管理に関する事務は、警防課が行う。 

（補則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、消防長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２０年３月１９日から施行する。 

   附 則（令和３年７月２７日制定） 

この要綱は、令和３年８月１日から施行する。 

 



 

別図（第２条関係） 
 

表面         裏面 

 

 

日本工業規格Ａ７（横７４ミリメートル、縦１０５ミリメートル） 

 

  

明石市消防長 



 

別表（第２条関係） 
 

区 分 
表 示

制    式 
位   置 形   状 

腕 章 左腕に表示  ① オレンジ色地に青色の正

三角形とする。 

② 三角形の一の角が垂直に

上を向いている。 

③ 三角形のいずれの角もオ

レンジ色地の縁に接して

いない。 

 

※一連の登録番号を表面右下

隅に付する。 

（例：明石市消防局 １） 

帽 章 帽子（ヘルメットを

含む。）の前部中央

に表示 

旗 施設の平面に展張、

掲揚又は表示 

船舶に掲揚又は表

示 

車両章 車両の両側面及び

後面に表示 

航空機の両側面に

表示 

 

 

  



 

別記様式１（第４条関係） 
                          

特殊標章等に係る交付申請書 

                           

年  月  日 

 明 石 市 消 防 長 様 

 

  私は、国民保護法第１５８条の規定に基づき、特殊標章等の交付を以下のとおり

申請します。 
 

 氏名：（ 漢 字 ）                  

 

       （ローマ字）                  

 生年月日（西暦） 

 

     年  月  日 

 申請者の連絡先 

   住    所： 

 

 電話番号： 

   E - m a i l： 

〒                      

                       

             

                       

 

識別のための情報（身分証明書の交付又は使用許可の場合のみ記載） 

身  長：      ㎝   眼の色：      

 

頭髪の色：               血液型：     （Ｒｈ因子      ） 

  

 標章を使用する衣服、場所、車両、船舶、航空機等の概要及び使用する標章の数等 
 （標章の交付の場合のみ記載） 

                                       

                                       
  

（市使用欄） 

資 格：                                  

証明書番号：                     交付等の年月日：            

有効期間の満了日：           

返納日：           

 
写 真 

縦４×横３㎝ 

 
（身分証明書の交付又は 
 使用許可の場合のみ） 
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別記様式３（第９条関係） 
 

特殊標章再交付申請書 

 

年  月  日 

 

明 石 市 消 防 長 様 

 

                申 請 者 

住 所           （電話      ） 

 

氏 名                     

１ 紛失（破損等）した特殊標章の種別及び登録番号 

 

２ 紛失（破損等）年月日 

 

３ 紛失の状況（破損等の理由） 

 

４ その他必要な事項 

   ※ 受 付 欄          ※ 経   過   欄 

  

備 考  ※印の欄は、記入しないでください。 



 

別記様式４（第 12 条関係） 
 

身分証明書再交付申請書 

 

年  月  日 

 

明 石 市 消 防 長 様 

 

                申 請 者 

住 所           （電話      ） 

 

氏 名                    

１ 旧身分証明書番号 

 

２ 理 由 

 

３ その他必要な事項 

※ 受 付 欄 ※ 経   過   欄 

  

備 考 １ 理由には、紛失、汚損、破損及び記載事項の変更等を記入してください。 

２ 紛失の場合は、紛失の日時、場所及び紛失の状況を追記してください。 

３ 記載事項の変更の場合は、旧記載事項を追記してください。 

４ ※印の欄は、記入しないでください。 



 

第２ 組織関連 
１ 明石市国民保護協議会委員名簿 

（2021 年 8月 1 日現在） 

 機  関  名 職 名 区  分 

会 長 明石市 市長 （法第 40 条第２項） 

委 員 近畿地方整備局姫路河川国道事務所 所長 

市を管轄する 

指定地方行政機関 

（法第 40 条第４項第１号） 

委 員 近畿地方整備局兵庫国道事務所 所長 

委 員 神戸海上保安部 部長 

委 員 陸上自衛隊姫路駐屯地第３特科隊第３中隊 中隊長 
自衛隊 

（法第 40 条第４項第２号） 

委 員 兵庫県明石警察署 署長 
県職員 

（法第 40 条第４項第３号） 
委 員 兵庫県東播磨県民局 局長 

委 員 明石市 副市長 
副市長 

（法第 40 条第４項第４号） 
委 員 明石市 副市長 

委 員 明石市教育委員会 教育長 
教育長及び消防長 

（法第 40 条第４項第５号） 
委 員 明石市消防局 消防局長（消防長） 

委 員 明石市 理事（技術担当） 

市職員 

（法第 40 条第４項第６号） 

委 員 明石市 理事（総合安全対策担当） 

委 員 明石市 
理事（総合支援担当） 
兼福祉局長 

委 員 明石市 公営企業管理者 

委 員 明石市 市民生活局長 

委 員 明石市 感染対策局長 

委 員 明石市 こども局長 

委 員 明石市 都市局長 

委 員 明石市 
市長室 
政策法務担当課長 



 

 機  関  名 職 名 区  分 

委 員 
大阪ガス株式会社ﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝﾊﾟﾆｰ 
兵庫導管部 

兵庫導管部 
総務ﾁｰﾑﾏﾈｼﾞｬｰ 

指定公共機関又は 

指定地方公共機関 

（法第 40 条第４項第７号） 

委 員 
関西電力送配電株式会社兵庫支社 
神戸電力本部明石配電営業所 

所長 

委 員 山陽電気鉄道㈱取締役鉄道事業本部 取締役鉄道事業本部長 

委 員 神姫バス㈱明石営業所 所長 

委 員 日本赤十字社兵庫県支部 事務局長 

委 員 西日本旅客鉄道株式会社西明石駅 駅長 

委 員 
西日本電信電話株式会社兵庫支店 
設備部 

設備部ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当 
災害対策室次長 

国民保護の措置に関し、 

知識又は経験を有する者 

（法第 40 条第４項第８号） 

委 員 日本通運株式会社神戸支店加古川事業所 所長 

委 員 地方独立行政法人明石市立市民病院 院長 

委 員 一般社団法人明石市医師会 会長 

委 員 ㈱明石ケーブルテレビ 代表取締役社長 

委 員 明石市障害当事者等団体連絡協議会 会長 

委 員 明石市消防団 団長 

委 員 明石市民生児童委員協議会 副会長 

委 員 明石市婦人防火クラブ連絡協議会 会長 

委 員 明石市ボランティア連絡会 会長 

委 員 明石市連合ＰＴＡ 顧問 

委 員 明石市連合まちづくり協議会 副会長 

委 員 関西大学社会安全学部 教授 

委 員 兵庫県立大学地域ケア開発研究所 所長 

委 員 明石市社会福祉協議会 常務理事兼事務局長 

 

 



 

２ 指定行政機関及び指定地方行政機関等（自衛隊含む） 

機関名 担当部署 所 在 地  

内閣官房 
内閣官房副長官補（事態対処・危機
管理担当）付 

〒100-0014 
東京都千代田区永田町 2-4-12 

消防庁 
国民保護・防災部 
防災課国民保護室 

〒100-8974 
東京都千代田区霞が関 2-1-2 

近畿地方整備局 
姫路河川国道事務所 
防災課 

〒670-0947 
姫路市北条 1-250 

近畿地方整備局 
兵庫国道事務所 
防災情報課 

〒650-0042 
神戸市中央区波止場町 3-11 

第五管区海上保安本部 
神戸海上保安部 
警備救難課 

〒650-0042 
神戸市中央区波止場町 1-1 

陸上自衛隊 
第三特科隊 
第三中隊 

〒670-8580 
姫路市峰南町 1-70 

 

３ 県機関（県警察含む） 

機関名 担当部署 所 在 地  

兵庫県 

企画県民部防災企画局 
防災企画課 

〒650-8567 
神戸市中央区下山手通 5-10-1 

災害対策センター 

東播磨県民局 総務企画室総務防災課 
〒675-8566 
加古川市加古川町寺家町天神木 
97-1 

兵庫県警察 明石警察署 
〒673-0025 
明石市田町 2-10-10 

 

４ 指定公共機関及び指定地方公共機関等 
① 報道事業者 

機関名 担当部署 所 在 地  

日本放送協会神戸放送局 放送(ニュース) 
〒650-8515 
神戸市中央区中山手通 2-24-7 

朝日放送ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 
報道局 
ニュース情報センター 

〒553-8503 
大阪市福島区福島 1-1-30 

㈱毎日放送 

報道局報道部（テレビ） 
〒530-8304 
大阪市北区茶屋町 17-1 

ラジオ局 



 

機関名 担当部署 所 在 地  

関西テレビ放送㈱ 報道局報道部 
〒530-8408 
大阪市北区扇町 2-1-7 

讀賣テレビ放送㈱ 報道局 
〒540-8510 
大阪市中央区城見 1-3-50 

大阪放送㈱ 放送ビジネス本部 
〒552-8501 
大阪市港区弁天 1-2-4 

㈱サンテレビジョン 地域情報局報道部 
〒650-8536 
神戸市中央区東川崎町 1-1-1 

兵庫エフエム放送㈱ 編成・事業部 
〒650-8589 
神戸市中央区波止場町 5-6 

㈱ラジオ関西 報道制作局報道制作部 
〒650-8580 
神戸市中央区東川崎町 1-5-7 

㈱明石ケーブルテレビ 営業部コンテンツ営業 
〒673-0892 
明石市本町 2-1-1 
インティ明石ビル 5階 

㈱朝日新聞社 神戸総局 
〒650-0035 
神戸市中央区浪花町 60 

㈱神戸新聞社 明石総局 
〒673-0882 
明石市相生町 2-10-24 

㈱産業経済新聞社 神戸総局 
〒650-0015 
神戸市中央区多聞通 4-1-5 

㈱毎日新聞社 神戸支局 
〒650-0023 
神戸市中央区栄町通 4-3-5 

㈱読売新聞社 神戸総局 
〒650-0023 
神戸市中央区栄町通 1-2-10 

㈱時事通信社 神戸総局 
〒650-0023 
神戸市中央区栄町通 4-3-5 
毎日新聞神戸ビル 6階 

(一社)共同通信社 神戸支局 
〒650-0044 
神戸市中央区東川崎町 1-5-7 
神戸情報文化ビル 10 階 

 
② 運送事業者 

機関名 担当部署 所 在 地  

西日本旅客鉄道㈱ 西明石駅 
〒673-0005 
明石市小久保 2-7-20 

日本通運㈱ 神戸支店加古川事業所 
〒670-0074 
加古川市平岡町高畑字辻ヶ内 
320-1 



 

機関名 担当部署 所 在 地  

㈱淡路ジェノバライン 運航管理者 
〒656-2401 
淡路市岩屋 925-27 

神姫バス㈱ 明石営業所 
〒651-2116 
神戸市西区南別府 2-1-2 

山陽電気鉄道㈱ 
鉄道事業本部 
安全推進・企画部 

〒674-0092 
明石市二見町東二見 1050 

(一社)兵庫県トラック協会 
明石支部 
事務局 

〒651-2412 
神戸市西区竜が岡 1-5-17 

 

③ 電気通信事業者 

機関名 担当部署 所 在 地  

西日本電信電話㈱兵庫支店 
設備部 
災害対策室 

〒650-0024 
神戸市中央区海岸通 11 番 
NTT 神戸中央ビル 

 
④ 電気事業者 

機関名 担当部署 所 在 地  

関西電力送配電㈱兵庫支社 
神戸電力本部 
明石配電営業所 

〒673-8511 
明石市東仲ノ町 2-14 

 

⑤ ガス事業者 

機関名 担当部署 所 在 地  

大阪ガス㈱ 
ネットワークカンパニー 
兵庫導管部 

導管計画チーム 
〒650-0046 
神戸市中央区港島中町 4-5-3 

保安指令センター 

(一社)兵庫県ＬＰガス協会 
明石支部 
朝比奈興産株式会社 

〒674-0092 
明石市二見町東二見 1457-4 

 

⑥ 病院その他の医療機関 

機関名 担当部署 所 在 地  

(独)国立病院機構 
近畿ブロック事務所 

総務経理課 

〒540-0006 
大阪市中央区法円坂 2-1-14 
独立行政法人国立病院機構 
大阪医療センター 
臨床研究センター棟 6階. 

(一社)明石市医師会 事務局 
〒674-0063 
明石市大久保町八木 743-33 



 

 

⑦ 道路の管理者 

機関名 担当部署 所 在 地  

阪神高速道路㈱ 
神戸管理・保全部 

総務課 
〒650-0041 
神戸市中央区新港町 16-1 

 

⑧ 日本赤十字社 

機関名 担当部署 所 在 地  

日本赤十字社 
兵庫県支部 

救護課 
〒651-0073 
神戸市中央区脇浜海岸通 1-4-5 

 
５ 関係市町機関 

機関名 担当部署 所 在 地  

神戸市 危機管理室 
〒650-8570 
神戸市中央区加納町 6-5-1 

加古川市 
防災部 
防災対策課 

〒675-8501 
加古川市加古川町北在家 2000 

高砂市 
総務部 
危機管理室 

〒676-8501 
高砂市荒井町千鳥 1-1-1 

稲美町 
経済環境部 
危機管理課 

〒675-1115 
加古郡稲美町国岡 1-1 

播磨町 危機管理グループ 
〒675-0182 
加古郡播磨町東本荘 1-5-30 

神戸市消防局 
総務課 
警防課 

〒650-8570 
神戸市中央区加納町 6-5-1 

加古川市 
消防本部 

警防課 
〒675-8501 
加古川市加古川町北在家 2000 

高砂市 
消防本部 

消防課 
〒676-0078 
高砂市伊保 4-553-1 

 
  



 

６ 市内関係機関 

機関名 担当部署 所 在 地  

明石市消防団 消防局総務課 
〒673-0044 
明石市藤江 924-8 

明石市婦人防火クラブ連絡 
協議会 

消防局予防課 
〒673-0044 
明石市藤江 924-8 

明石市連合まちづくり協議会 コミュニティ・生涯学習課 
〒673-8686 
明石市中崎 1-5-1 

明石市民生児童委員協議会 
地域共生社会室 
地域福祉担当 

〒673-8686 
明石市中崎 1-5-1 

明石市連合ＰＴＡ 青少年教育課 
〒673-8686 
明石市中崎 1-5-1 

 

 

 

  



 

第３ 避難実施要領のパターン 
１ 明石市における避難実施の基本的な考え方 
  

(1) 武力攻撃事態の特徴 

 国の基本指針で想定されている武力攻撃事態として、ゲリラや特殊部隊による攻撃、

弾道ミサイル攻撃、航空攻撃及び着上陸侵攻からなる４類型となっていることより、本

市についても以下の武力攻撃事態を想定し、その特色を明らかにする。 

① ゲリラや特殊部隊による攻撃の場合 
特徴：相手の攻撃の目的や意図により攻撃の態様は様々であるが、通常少人数のグル

ープで行なわれるため、使用可能な武器も限定され、また、被害の範囲もダーテ

ィボムなど特殊武器を除き一般的には狭い範囲に限定される。 

② 弾道ミサイル攻撃の場合 
特徴：発射の兆候を事前に察知した場合においても、発射された段階で攻撃目標を特

定することはきわめて困難である。また、攻撃目標は、相手（国又は国に準じる

者）の目的や意図により変化するとともに、ミサイルの精度により、着弾地点は

変化する。さらに、搭載された弾頭の種類により被害の程度や影響が大きく異な

る。 

③ 航空攻撃の場合 
特徴：航空攻撃を行う側の意図及び弾薬の種類等により異なる。しかし兆候を察知す

ることは比較的容易であるが、対応の時間が少なく、また攻撃目標を特定するこ

とが困難である。 

④ 着上陸侵攻の場合 
特徴：大規模な着上陸侵攻に先立ち航空攻撃や弾道ミサイルによる攻撃が実施される

可能性が高く、着上陸侵攻から始まる事態は想定しにくい。 

本格的な着上陸侵攻の場合は、通常比較的長期間の事前準備が可能である。一

方、保護措置を実施すべき地域は広範囲であり、国全体として調整等が必要とな

るため、国及び県対策本部長からの具体的な指示を待って対応することを基本と

する。 

このため、明石市における避難実施の基本的な考え方を定める事態の対象外と

する。 

以上、着上陸侵攻を除く、武力攻撃事態の特徴を総括すると、攻撃目標、攻撃時期、

攻撃要領は、相手の目的や意図により大きく変化し、事前にこれらを特定することは、



 

極めて困難であると想定される。 

 

(2) 基本的な考え方 
① 県知事から避難の指示が有り、かつ、その対応に余裕がある場合は、市長はその指示

の内容に基づき、避難実施要領等を定める。 

② 上記①以外、特に突発的な攻撃を受けた場合等、市民等の保護のため緊急に避難させ

る必要がある場合は、市長は、原則屋内退避の指示をする。 

（理由） 

① 事態の状況、安全等が確認できるまで市民等を、速やかに活動を停止させ、堅ろうな

施設など、屋内への退避をさせることが最も安全と考えられるため 

② 屋外に出ることにより二次的な災害も起こりうるため 

 

(3) その後の対応 
① 国の対策本部長及び県知事からの指示に基づき、避難実施要領等を定める。 

② 市長は、事態の推移、被害の状況等を十分に把握し、必要な指示を行う場合がある。 

 

  



 

・近傍のコンクリート 

造り等の堅ろうな施設 

・建築物の地階 等 

市民等 

避難施設 

自宅等での屋内退避 

その後の事態推移による避難実施要領等による指示 

屋内退避の指示 

原則徒歩 

原則徒歩 

・局地的な航空攻撃 
・弾道ミサイル 
(NBC 要素を含む) 

・ゲリラや特殊部隊 
による攻撃 

電車、バス等による移動 

核兵器による攻撃 

全地域避難 

・県の指示による避難施設 

局地避難 

・市内のより安全な避難施設 

・他市町の避難施設 

【避難の考え方イメージ図】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

(4) 伝達に当たっての留意事項    
① 着弾後の状況を踏まえた避難の指示があるまで、屋内退避を継続するよう、繰り返し

伝達すること。 

② 市長は、県、県警察、自衛隊等の関係機関から収集した情報を、適宜、迅速に市民等

へ伝達する。 

③ 市域に弾道ミサイルの着弾地点があった場合は、市民等は、興味本位で近づかないよ

う周知すること。 

 

(5) 状況の推移に伴う新たな伝達 
 県知事を通じて、国の対策本部長より新たな避難措置の指示が出た場合には、その指

示に従った避難実施要領等を作成のうえ必要な措置を行う。 

 

 

  



 

２ 屋内緊急避難のパターン 
 

避難実施要領（一例） 

 

明 石 市 長 

○月○日○時現在 

 

１ 事態の状況、避難の必要性 

 

 国の対策本部長は、○○国において、弾道ミサイルの発射が差し迫っているとの

警報を発令し、避難措置の指示をした。 

 知事は、屋内への避難を指示した。 

 

 

２ 市の避難誘導  

 

 市長は、市域全域に着弾の可能性が在り得るものとして、市民等に屋内避難の指

示を伝達する。 

 

（避難指示伝達の一例） 

 「こちらは、明石市です。国の武力攻撃事態等対策本部より、○○国より弾道

ミサイルの発射の兆候を察知したので、建物内に避難するよう警報が発令されま

した。速やかにできるだけ鉄筋コンクリート造のような堅牢な建物や地下施設に

避難してください。」 

 ｢室内においては、エアコンや換気扇を停止し、窓などをテープで目張りし、外

気をできるだけ遮断してください。｣ 

 ｢車を運転中の市民等は、速やかに道路外の場所に停車し、屋内避難をしてくだ

さい。やむを得ず道路に置いて避難する場合は、道路の左側端に駐車し、緊急通

行車両の妨げにならないように停車し、最寄りの屋内に避難してください。｣ 

 

 

 



 

 

３ 避難実施要領の市民等への伝達 

 

ア 防災行政無線による伝達 

イ 広報車、消防車両等で市内巡回による伝達 

ウ ＪＲ及び山陽電鉄の市内各駅に連絡し、構内放送を依頼するとともに各駅へ職

員を派遣する。 

エ 大規模集客施設、医療機関、工場等へ連絡し、施設内での周知を依頼する。 

オ 上記のほか、消防団長や自主防災組織の長、自治会長へ協力を依頼する。 

カ 車にて移動中の市民等については、県警察と連携し交通規制等を用いて避難指

示を伝達する。 

キ 災害時要援護者については、一般の市民等より避難に時間を要することから、

市の体制を十分に活用して、特に迅速な伝達を心がける。 

 

 

４ 屋内避難後の事態の状況 

 

国の対策本部長は、弾道ミサイルが全て日本海に着弾したと発表、また、米国の

偵察衛星から、○○国は、５発の弾道ミサイルを発射したが、現在のところ、新た

な弾道ミサイルが５発準備されているとの情報を得たことを発表した。 

 

 

５ 避難後の対応 

 

 市は、事態の状況を防災行政無線等で伝達するとともに、屋内避難が長期化する

場合は、充分な安全等を確認のうえ、避難所を開設する。そして、一時避難市民等

に対し、必要な指示を行う。 

  

（１）今後も極めて危険な状態が継続すると考えられる場合 

 自宅に避難している市民等は、そのまま自宅で避難を継続し、駅、工場、集

客施設等に一時避難している市民等については、そこで一時避難を継続し、市

は、職員の安全を確保した上で、可能な限りの飲料水、食糧等の必要な救援を



 

行う。 

 

（２）極めて危険な状況ではないが、避難を解除できないと考えられる場合 

一時避難した場所から、最寄りの避難所へ移動するよう、防災行政無線その

他警報発令時に伝達した方法により伝達する。この場合、職員の安全を確保し

た上で、各避難所への要所要所に職員を配置し、避難を誘導するものとする。

途中で警報発令のサイレンが鳴ったときには、同じく近傍の建物に避難する。 

一時避難後の対応については、一時避難の場所、避難時間、スペース等その

時々の状況により対応が異なるため、あらゆる情報を収集した上で適切な指示

を行う。 

 

６ 各部の役割 

  別に示す。 

 
 

  



 

３ 一部地域避難のパターン 
 

避難実施要領（一例） 
 

明 石 市 長 
○月○日○時現在 

 
１ 事態の状況、避難の必要性 

 
国の対策本部長は、明石市近接の○○市○○方面に、弾道ミサイルが着弾したと

の警報を発令し、事態の状況、安全が確認されるまで、市民等は速やかに活動を停

止し、屋内への避難措置を指示した。 

その後、県知事は、ＮＢＣ弾頭のおそれがあるので、影響の可能性を考慮し、明

石市のＡ・Ｂ地区市民等約 17,000 名を着弾地点からより離れた市内の避難所（○○

方面）へ一時避難させるよう指示した。 
 
 
２ 市の避難誘導 
（１）避難誘導の全般的方針 

  
 市長は、｢Ａ・Ｂ地区市民等約 17,000 名を屋内避難から本日 11 時 00 分を目途に

各地区の避難施設であるＣ中学校・Ｄ小学校・Ｅ小学校に避難させる。その後、準

備したバス○台により、Ｆ中学校・Ｇ小学校・Ｈ小学校へ輸送する。｣と避難の指示

を市民等に伝達する。また、バスによる避難誘導経路を市が定め、県警察の交通規

制により避難専用経路を確保する。 

  この際、Ｃ中学校・Ｄ小学校・Ｅ小学校までの避難は原則徒歩によるものとし、

自家用車の使用は、避難に介護を必要とする者とその介護者に限定するものとする。 

 避難誘導の方法については、各現場における県警察、海上保安部等、自衛隊から

の情報や助言により適宜修正を行うものとする。 

 
  
 



 

（２）市の体制、職員派遣 
 

ア 市対策本部の設置 
  国からの指定を受けて、市長を本部長とする市対策本部を設置する。 
イ 市職員の現地派遣 
  市職員各○名を、Ｃ中学校・Ｄ小学校・Ｅ小学校・Ｆ中学校・Ｇ小学校・Ｈ小学

校に派遣する。 
ウ 避難経路における職員の配置 
  避難経路の要所において、連絡所を設置し、職員の安全を確保した上で、職員

を配置して各種の問い合わせへの対応、連絡調整を行う。また、関係機関の協

力を得て、行政機関の保有する車両や案内板を配備する。連絡所においては、

救護班等を設置して、軽傷者や気分が悪くなった者への対応、給水等を行う。 
エ 現地調整所の設置等 
  現場における事態の状況の変化に迅速に対応できるよう、関係機関の情報を共

有し、現場における判断を迅速に行えるよう現地調整所を設ける。現地調整所

に派遣している市職員（消防職員を含む。）から必要な情報を入手し、避難実施

要領の弾力的な運用を行うこととする。 
 
 

（３）避難（輸送）手段 

  

ア 避難市民等数、避難施設 

① Ａ地区 

約 8,000 名、Ｃ中学校まで徒歩、その後バス○台にてＦ中学校へ移動 

② Ｂ地区 

約 9,000 名、Ｄ小学校・Ｅ小学校まで徒歩、その後バス○台にて、Ｇ小学

校・Ｈ小学校へ移動 

イ 避難開始時期 

○○日 11:00  

ウ  その他 

避難施設までは、原則徒歩で移動する。避難経路については、通学路を原則と

する。 



 

（４）避難実施要領の市民等への伝達 
  

ア 防災行政無線による伝達 
イ 広報車、消防車両等で市内巡回による伝達 
ウ ＪＲ及び山陽電鉄の市内各駅に連絡し、構内放送を依頼するとともに各駅へ職

員を派遣する。 
エ 大規模集客施設、医療機関、工場等へ連絡し、施設内での周知を依頼する。 
オ 上記のほか、消防団長や自主防災組織の長、自治会長へ協力を依頼する。 
カ 車にて移動中の市民等については、県警察と連携し交通規制等を用いて避難指

示を伝達する。 
キ 災害時要援護者については、一般の市民等より避難に時間を要することから、

市の体制を十分に活用して、特に迅速な伝達を心がける。 
 
  

（５）避難施設への移動 
  

ア 消防本部は、自主防災組織・自治会等の協力を得て市民等の誘導及び移動を行

う。 
イ 自力避難困難者の避難 
  市は、自力避難困難者の避難を適切に行えるよう、災害時要援護者を支援する

ための体制を十分に活用して、次の対応を行う。 
ａ ○○病院の入院患者○名は、○○病院の車両又は救急車を利用して避難を実

施する。 
ｂ △△老人福祉施設入居者○名の避難は、△△施設の車両又は市が用意した車

両を利用して避難を実施する。 
ｃ その他、介護を必要とする者の避難は、自家用車等を使用できることとする。 

 
  

（６）避難誘導の終了 
  

ア 市職員及び消防職員は、自主防災組織・自治会等の協力を得て、戸別訪問によ

り残留者の有無を確認する。残留者については、特別な理由がない限り、避難



 

を行うよう説得を行う。 

イ 避難誘導は、18 時 00 分までに終了するよう活動を行う。 

  
   

（７）安全の確保 
  
 誘導を行う市の職員に対しては、二次被害が生じないよう、国の現地対策本部や

県からの情報、市において集約した全ての最新の情報を提供する。 
 事態が沈静化していない地域やＮＢＣ等により汚染された地域は、専門的な装備

等を有する他の機関に要請する。 
 誘導を行う市の職員に対して、特殊標章及び身分証明書を交付し、必ず携帯させ

る。 
 
  

３ 各部の役割 
 別に示す。 

 
４ 避難市民等の受入・救援活動の支援 

  
 避難先は、Ｆ中学校・Ｇ小学校・Ｈ小学校とする。当該施設に対して、職員を派

遣し、避難市民等の登録や安否確認を行うとともに、食糧、飲料水等の支給を行う。

その際、必要に応じ県の応援を求める。 
 
 
 
  



 

４ 全地域避難のパターン 
 

避難実施要領（一例） 
 

明  石  市  長 
○月○日○時現在 

 
１ 事態の状況、避難の必要性 
 
国の対策本部長は、○○国より兵庫県南部地域に、核兵器による武力攻撃の予告

があったため、警報を発令し避難措置の指示をした。 
県知事は、要避難地域の兵庫県南部地域の市民等に避難の指示をした。 
 
 
２ 市の避難誘導 
（１）避難誘導の全般的方針 
 
市長は、市内全地域を要避難地域とした避難の指示を市民等に伝達し、避難のた

めの誘導を行う。 
避難方法については、本市全地域市民等約 292,000 名を、○日 13 時より○日間を

目途に各地域の避難施設である各小中学校に集合させた後、○日 15 時以降、避難開

始を実施する。また、交通機関での避難手段の方法として、鉄道は、ＪＲ西日本、

山陽電鉄、バスでは、公営バス、民間大型バス等により、避難先の○○市及び○○

市(町)の指定避難施設へ避難させる。 

また、○日○時より県警察による交通規制が開始され、国道△号・☐号及び県道

△号線の計○路線が避難専用経路となる。それまでの間は、自家用車により、でき

るだけ多くの人を避難させる。 

避難誘導の方法については、各現場における県警察、海上保安部等、自衛隊から

の情報や助言により適宜修正を行うものとする。このほか、事態の状況が大幅に変

更し、避難措置の指示及び避難の指示の内容が変更された場合には、当該避難実施

要領についても併せて修正する。 

  また、避難施設までの避難は、徒歩によるものとし、自家用車の使用は、避難に



 

介護を必要とする者とその介護者に限定するものとする。 

  
  

（２）市の体制、職員派遣 
 

ア 市対策本部の設置 

  国からの指定を受けて、市長を本部長とする市対策本部を設置する。 

イ  市職員の現地派遣 

    市職員各○名を、避難施設である各小中学校及び避難先の○○市及び○○市

(町)の各指定避難施設に派遣する。また、国の現地対策本部が設置された場合

には、連絡のため職員を派遣する。 

ウ 避難経路における職員の配置 

  避難経路の要所において、連絡所を設置し、職員を配置して各種の問い合わせ

への対応、連絡調整を行う。また、関係機関の協力を得て、行政機関の保有す

る車両や案内板を配備する。 

連絡所においては、救護班等を設置して、軽傷者や気分が悪くなった者への対

応、給水等を行う。また、各地区における避難の開始や終了等の状況の連絡を

本部との間で行う。 

エ 現地調整所の設置等 

  現場における事態の状況の変化に迅速に対応できるよう、関係機関の情報を共

有し、現場における判断を迅速に行えるよう現地調整所を設ける。現地調整所

に派遣している市職員（消防職員含む。）から必要な情報を入手し、避難実施要

領の弾力的な運用を行うこととする。 

  また、定時又は随時に会合を開き、関係機関の活動内容の調整及び確認を行う。 

 
  

（３）避難（輸送）手段 
 

ア 避難市民等数、避難施設、避難開始時期、輸送力の配分 

① 避難施設からバスでの避難手段 

◎日◎時◎分よりＡ校区・○日○時○分よりＢ校区・△日△時△分よりＣ校

区･･･の避難をする。 



 

 Ａ校区(避難人数約 9,000 名)については、Ａ学校から避難先○市(町)間

における車両台数は延べ○○台となり、県の指定した○○バス○台及び

公営バス○台の合計○台により、○○市(町)の各指定避難施設に往復輸

送により避難させる。 

② 避難施設から駅まで徒歩にて移動し鉄道による避難手段 

◎日◎時◎分よりＤ校区・○日○時○分よりＥ校区・△日△時△分よりＦ校

区の避難をする。 

 Ｄ校区(避難人数約 15,000 名)については、Ｄ学校からＪＲ西日本○○

駅まで原則徒歩で移動し、○○駅より列車 10 両編成(1,000 人/10 両編

成)の○本により、西行方面(○番線・○番線)の避難先○市(町)又は東行

方面(○番線・○番線)の避難先△市(町)の各指定駅に移動する。各指定

駅からは、徒歩又は、県の指定する交通機関等で各指定避難施設に避難

させる。 

 Ｅ校区(避難人数約 10,000 名)についてはＥ学校から山陽電鉄△△駅ま

で原則徒歩で移動し、△△駅より列車 5両編成(500 人/5 両編成)で、○

本により西行方面(○番線・○番線)の避難先○市(町)及び東行方面(○

番線・○番線)の避難先△市(町)の各指定駅に移動する。各指定駅から

は、徒歩又は、県の指定する交通機関等で各指定避難施設に避難させる。 

③ バス及び鉄道での避難手段 

◎日◎時◎分よりＧ校区・○日○時○分よりＨ校区・△日△時△分よりＩ校

区の避難をする。 

 Ｇ校区の△自治会約 2,500 名については、県の指定した○○バス○台及

び市営バス○台の合計○台により、Ｇ学校から避難先○○市(町)の各指

定避難施設に避難させる。 

 Ｇ校区の☐自治会約 4,300 名については、Ｇ学校からＪＲ西日本○○駅

まで原則徒歩で移動し、○○駅から列車 10 両編成で、○本により○行

方面(○番線・○番線)の避難先○市(町)の指定駅に移動する。指定駅よ

り徒歩又は、県の指定する交通機関等で各指定避難施設に避難させる。 

④ その他 
学校によっては、駅までバスで移動することもある。 

 校区(避難人数約 4,000 名)については、○○バス○台、公営バス○台合

計○台(延べ○台)において○学校からＪＲ西日本○○駅まで、往復輸送



 

する。 

 
 

（４）避難実施要領の市民等への伝達 
  
ア 防災行政無線による伝達 
イ 広報車、消防車両等で市内巡回による伝達 
ウ ＪＲ及び山陽電鉄の市内各駅に連絡し、構内放送を依頼するとともに各駅へ職

員を派遣する。 
エ 大規模集客施設、医療機関、工場等へ連絡し、施設内での周知を依頼する 
オ 上記のほか、消防団長や自主防災組織の長、自治会長へ協力を依頼する。 
カ 車にて移動中の市民等については、県警察と連携し交通規制等を用いて避難指

示を伝達する。 
キ 災害時要援護者については、一般の市民等より避難に時間を要することから、

市の体制を十分に活用して、特に迅速な伝達を心がける。 
 
 

（５）避難施設への移動 
  
ア 消防本部は、自主防災組織・自治会等の協力を得て市民等の誘導及び移動を行

う。 
イ 自力避難困難者の避難 
  市は、自力避難困難者の避難を適切に行えるよう、災害時要援護者を支援する

ための体制を十分に活用して、次の対応を行う。 
ａ ○○病院の入院患者○名は、○○病院の車両又は救急車を利用して避難を実

施する。 
ｂ △△老人福祉施設入居者○名の避難は、△△施設の車両又は市が用意した車

両を利用して避難を実施する。 
ｃ その他、介護を必要とする者の避難は、自家用車等を使用できることとする。 

 
 
 



 

（６）避難誘導の終了 
  
ア 市職員及び消防職員は、自主防災組織・自治会等の協力を得て、戸別訪問によ

り残留者の有無を確認する。残留者については、特別な理由がない限り、避難

を行うよう説得を行う。 
イ 避難誘導は、○日後の 15 時までに終了するよう活動を行う。 

 
 

（７）安全の確保 
 
誘導を行う市の職員に対しては、二次被害が生じないよう、国の現地対策本部や

県からの情報、市において集約した全ての最新の情報を提供する。 
また、誘導を行う市の職員に対して、特殊標章及び身分証明書を交付し、必ず携

帯させる。 
 
 

３ 各部の役割 
  別に示す。 

 
４ 避難市民等の受入・救援活動の支援 
 
避難先は、○○市及び○○市(町)の各指定避難施設とする。当該施設に対して、職

員を派遣し、避難市民等の登録や安否確認を行うとともに、食糧、飲料水等の支給

を行う。その際、必要に応じ県及び避難先の○○市及び○○市(町)の応援を求める。 
 
 
 
  



 

第４ 救援の程度及び方法の基準 
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方法

の基準（平成 25 年内閣府告示第 229 号） 

（令和元年 10 月 1 日改正） 

救援の種類 対 象 費用の限度額 備 考 

収
容
施
設
の
供
与 

避
難
所 

避難所の

設置 

避難住民又は武力攻撃災害

により現に被害を受け、若

しくは被害を受けるおそれ

のある者を収容するもの 

(基本額) 避難所設置費 

１人１日当り  330円以内 

(加算額) 冬期(10～３月) 

別に定める額を加算した額 

１ 費用は、避難所の設置、維持及び

管理のための賃金職員等雇上費、

消耗器材費、建物の使用謝金、器物

の使用謝金、借上費又は購入費、光

熱水費並びに仮設便所等の設置費 

２ 福祉避難所を設置した場合は、通

常の実費を加算 

長期避難

住宅の設

置 

（収容する期間が長期にわ

たる場合、又は長期にわた

るおそれがある場合には、

長期避難住宅を設置し、収

容可） 

１  一戸あたりの規模 

救援の趣旨を踏まえ、実施主体が

地域の実情、世帯構成等に応じて設

定 

２  限度額  １戸当り 

5,714,000円以内 

３  設置費 

(基本額)１人１日当り 

330円以内 

(加算額) 

冬期(10～３月) 

別に定める額を加算した額 

１ 長期避難住宅の設置、維持及び管

理のための賃金職員等雇上費、消

耗器材費、器物の使用謝金、借上費

又は購入費、光熱水費 

２ 一団で概ね50戸以上設置した場

合、集会等施設を設置可。規模、費

用は別に定める。 

３ 生活に配慮を要する高齢者等を

複数収容するため、老人居宅介護

等向きの構造・設備を有する施設

を設置可 

４ これに代えて賃貸住宅、宿泊施設

等の居室の借上げにより収容可 

応
急
仮
設
住
宅 

避難指示解除後又は武

力攻撃災害により新たに

被害を受けるおそれがな

くなった後、武力攻撃災

害により住家が全壊、全

焼又は流失 し、居住する

住家がない者であって、

自らの資力では住宅を得

ることができないもの 

１  一戸あたりの規模 

救援の趣旨を踏まえ、実施主体が

地域の実情、世帯構成等に応じて設

定 

２  限度額  １戸当り 

5,714,000円以内 

１ 一団で概ね50戸以上設置した場

合、集会等施設を設置可。規模、費

用は別に定める。 

２ 生活に配慮を要する高齢者等を

複数収容するため、老人居宅介護

等向きの構造・設備を有する施設

を設置可 

３ これに代えて賃貸住宅、宿泊施設

等の居室の借上げにより収容可 

炊き出し

その他に

よる食品

の給与及

び飲料水

の供給 

炊き出し

その他に

よる食品

の給与 

１  避難所に収容された者 

２ 武力攻撃災害により住家

に被害を受けて炊事でき

ない者 

３ 避難指示に基づき又は

武力攻撃災害により住家

に被害を受け避難する必

要のある者 

１人１日（３食）当り 

1,160円以内 

１  主食、副食及び燃料等経費 

２ 被災者が直ちに食することがで

きる現物による 

飲料水の

供給 

避難指示に基づく避難又

は武力攻撃災害により現に

飲料水を得ることができな

い者 

当該地域における通常の実費 

水の購入費、給水又は浄水に必要

な機械又は器具の借上費、修繕費及

び燃料費並びに薬品又は資材の費用 

被服、寝具その他生活必

需品の給与又は貸与 

避難指示に基づく避難又

は武力攻撃災害により、生

活上必要な被服、寝具その

他生活必需品を喪失又は損

傷し、直ちに日常生活を営

むことが困難な者 

１ 季別、世帯区分により一世帯当

たり下 

表の額の範囲内 

２ 季別は、夏季(4-9月)及び冬季と

し、給与等日をもって決定 

次の品目の範囲内で現物 

イ 被服、寝具及び身の回り品 

ロ 日用品 

ハ 炊事用具及び食器ニ  光熱材料 

 

季別 1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人世帯 
6人以上1人増す
ごとに加算 

夏季 
18,800 円

以内 

24,200 円

以内 

35,800 円

以内 

42,800 円

以内 

54,200 円

以内 
7,900円以内 

冬季 
31,200 円

以内 

40,400 円

以内 

56,200 円

以内 

65,700 円

以内 

82,700 円

以内 
11,400円以内 



 

救援の種類 対 象 費用の限度額 備 考 

医
療
の
提
供
及
び
助
産 

医療の提

供 

避難指示に基づく避難又は

武力攻撃災害により医療の

途を失った者 

(応急的処置) 

１ 救護班による場合 

使用した薬剤、治療材料、破損

医療器具修繕費等の実費 

２ 病院又は診療所による場合国

民健康保険の診療報酬額以内 

３ 施術所による場合協定料金の

額以内 

○ 救護班における実施が原則 

急迫時やむを得ない場合は、病院

若しくは診療所又は施術所（マッサ

ージ、はり等） における医療の実施

可 

○ 次の範囲内で実施 

１ 診 療 

２ 薬剤又は治療材料の支給 

３ 処置、手術その他の治療及び施

術 

４ 病院又は診療所への収容 

５ 看 護 

助 産 

避難指示に基づく避難又は

武力攻撃災害により助産の

途を失った者 

１ 救護班等による場合 

使用した衛生材料等の実費 

２ 助産師による場合 

 慣行料金の80/100以内の額 

○ 次の範囲内で実施 

１ 分べんの介助 

２ 分べん前及び分べん後の処置 

３ 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材

料の支給 

被災者の捜索及び救出 

避難指示解除後又は武力攻

撃災害により新たに被害を

受けるおそれがない場合

で、次の者の捜索、救出 

武力攻撃災害により 

１ 現に生命、身体が危険

な状態にある者 

２ 生死不明の状態にある

者 

当該地域における通常の実費 

舟艇その他救出のための機械、器具

等の借上費又は購入費、修繕費及び

燃料費 

埋葬及び火葬 
武力攻撃災害の際死亡した

者 

一体当り 

大人：215,200円以内 

小人：172,000円以内 

○ 死体の応急的処理程度ものを行う 

○ 原則として棺又は棺材の現物をも

って行う 

○ 次の範囲内で実施 

１ 棺（附属品を含む。） 

２ 埋葬又は火葬 

（賃金職員等雇上費を含む。） 

３ 骨つぼ又は骨箱 

電話その他の通信設備

の提供 

避難指示に基づく避難又は

武力攻撃災害により、通信

手段を失った者 

当該地域における通常の実費 

○ 電話、インターネットその他必要

な通信設備を避難所に設置し、避

難住民等に利用させることにより

実施 

○ 消耗器材費、器物の使用謝金、借

上費又は購入費、設備設置費及び

通信費 

武力攻撃災害を受けた

住宅の応急修理 

避難指示解除後又は武力攻

撃災害により新たに被害を

受けるおそれがなくなった

後、武力攻撃災害により住

家が半壊、半焼し、自らの

資力では応急修理をするこ

とができない者又は大規模

な補修を行わなければ居住

することが困難である程度

に住家が半壊した者に対し

て行うものであること。 

１世帯当り 

595,000円以内 

○ 居室、炊事場、便所等日常生活に

必要最小限度の部分に対して実

施 

○ 現物をもって実施 



 

救援の種類 対 象 費用の限度額 備 考 

学用品の給与 

避難指示に基づく避難又は

武力攻撃災害により学用品

を喪失又は損傷し、就学上

支障のある小学校児童・中

学校生徒、高等学校等生徒 

１ 教科書代 

○ 小学校児童・中学校生徒 

教科書及び教科書以外の教材で、

教育委員会に届け出又はその承認

を受けて使用するものを給与する

ための教材実費 

○ 高等学校等生徒 

正規授業で使用する教材を給与

するための実費 

２ 文房具費及び通学用品費 

小学校児童 

１人当たり：4,500円 

中学校生徒 

ｌ人当たり：4,800円 

高等学校等生徒 

ｌ人当たり：5,200円 

○ 避難指示が長期間解除されない

場合又は武力攻撃災害が長期間

継続している場合は、必要に応じ

再実施可 

○ 小学校児童 

義務教育学校の前期課程及び特別

支援学校の小学部の児童 

○ 中学校生徒 

義務教育の後期課程、中等教育学

校の前期課程及び特別支援学校の中

学部生徒 

○ 高等学校等生徒 

高等学校（定時・通信制含む。）、

中等教育学校後期課程、特別支援学

校の高等部、高等専門・専修・各種学

校の生徒 

死
体
の
捜
索
及
び
処
理 

死体の捜

索 

避難指示解除後又は武力攻

撃災害により新たに被害を

受けるおそれがない場合、

武力攻撃災害により現に行

方不明の状態にあり、かつ、

各般の事情によりすでに死

亡していると推定される者 

当該地域における通常の実費 

舟艇その他捜索のための機械、器具

等の借上費又は購入費、修繕費及び

燃料費 

死体の処

理 

武力攻撃災害の際死亡し

た者の、死体に関する処理

（埋葬を除く｡） 

１ 洗浄､縫合、消毒等 

一体当り：3,500円以内 

２ 一時保存 

○ 一時収容の既存建物借上費通常

の実費 

○ 既存建物以外 

一体当り：5,400円以内 

※ドライアイス購入費等必要時当

該地域の通常実費加算可 

３ 救護班以外による検案実施当

該地域の慣行料金の額以内 

○ 次の範囲で実施 

１ 死体の洗浄、縫合、消毒等の措

置 

２ 死体の一時保存 

３ 検案（原則として救護班におい

て実施） 

武力攻撃

によって

住居又は

その周辺

に運ばれ

た土石、

竹 木 等

で、日常

生活に著

しい支障

を及ぼし

ているも

のの除去 

障害物の

除去 

避難指示解除後又は武力攻

撃により新たに被害を受け

るおそれがなくなった後、

居室、炊事場等生活に欠か

せない場所又は玄関に障害

物が運びこまれているため

一時的に居住できない状態

にあり、かつ自らの資力で

は除去できない者 

一世帯当り 

137,900円以内 

ロープ、スコップその他除去のため

必要な機械、器具等の借上費又は購

入費、輸送費、賃金職員等雇上費等 

救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費 当該地域における通常の実費 

１ 飲料水の供給 

２ 医療の提供及び助産 

３ 被災者の捜索、救出 

４ 死体の捜索、処理 

５ 救済用物資の整理配分 

※ 上記基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、内閣総理大臣が特別の基準を定める。 

※ 救援を実施する都道府県知事は、上記基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、内閣総理大

臣に対し、特別基準の設定について意見を申し出ることができる。 

※ 救援の期間は、救援の指示があった日（救援の指示を待たないで救援を行った場合にあっては、そ

の救援を開始した日）から内閣総理大臣が定める日までとする。 

 



 

第５ 地域防災計画における相互応援協定等 
１ 協定締結状況（兵庫県） 
№ 協 定 等 名 称 締結日 締 結 先 内  容 

1 災害時における放送要請に関する協定 昭和 53 年 4月 1日 
日本放送協会神戸放送局 

他 9者 
放送要請 

2 近畿２府７県震災時等の相互応援に関する協定 平成 8年 2月 20 日 兵庫県ほか 8府県 
食料、飲料水及び生活必需品の提供、資

機材及び物資の提供等 

3 防災情報の提供と放送に関する覚書 平成11年1月13日 ラジオ関西 防災情報の放送実施 

4 兵庫県消防防災ヘリコプター応援要綱 平成 12 年 5月 1日   
災害発生時の消防防災ヘリコプター要

請に係る事項 

 
２ 協定締結状況（明石市） 
№ 協 定 等 名 称 締結日 締 結 先 内  容 

1 
兵庫衛星通信ネットワーク設備の設置及び管理

運営に関する協定書 
平成 5年 2月 15 日 兵庫県 衛星通信設備の設置及び管理運営 

2 
災害対応総合情報ネットワークシステム端末装

置の設置及び管理運営に関する協定書 
平成 8年 8月 28 日 兵庫県 

災害対応総合情報システム端末の設置

及び管理運営 

3 
兵庫県自治体病院開設者協議会災害初動時相互

応援協力に関する協定 
平成 8年 1月 16 日 兵庫県内自治体病院開設者 

医療救護チーム派遣、患者受入れ、医師

及び医薬品の提供等 

4 緊急時における生活物資の確保に関する協定 平成 8年 3月 19 日 生活協同組合コープこうべ 食料、飲料水及び生活必需品の確保 

5 
日本水道協会関西地方支部の災害時相互応援に

関する協定 
平成 9年 7月 10 日 

日本水道協会関西地方支部

ほか６支部 

飲料水の提供、施設の応援復旧に必要な

物資の提供 

6 災害時における応急対策業務に関する協定 平成 10 年 1月 17 日 
一般社団法人兵庫県建設業

協会明石支部 
災害応急対策業務の応援 

7 兵庫県水道災害相互応援に関する協定 平成 10 年 3月 16 日 兵庫県及び県内市町等 
水道災害発生時の応急給水・復旧、 

資機材の拠出等 

8 
神戸市と明石市の間に設置する連絡管に関する

基本協定 
平成 16 年 11 月 16 日 神戸市 災害発生時の連絡管による応援給水 

9 兵庫県災害廃棄物処理の相互応援に関する協定 平成 17 年 9月 1日 
兵庫県及び県内市町、関係一

部事務組合 

災害廃棄物処理に係る職員の応援及び

資機材の提供等 

10 災害時における相互応援協定 平成 18 年 5月 11 日 
神戸市及び神戸市隣接市（明

石市ほか６市町） 

食料その他生活必需品の提供、災害対応

に係る職員の応援及び資機材の提供等 

11 
東播磨及び北播磨地域災害時における広域相互

応援協定 
平成 18 年 11 月 1日 明石市ほか 10 市町 

食料その他生活必需品の提供、災害対応

に係る職員の応援及び資機材の提供等 

12 兵庫県及び市町相互間の災害時応援協定 平成 18 年 11 月 1日 兵庫県及び県内市町 
食料その他生活必需品の提供、災害対応

に係る職員の応援及び資機材の提供等 

13 
災害時における防災活動及び平常時における防

災活動への協力に関する協定 
平成 18 年 12 月 1日 イオンリテール株式会社 

食料、飲料水及び生活必需品の確保及び

平常時の防災啓発事業の推進 

14 神戸市・明石市消防相互応援協定 平成 19 年 2月 6日 神戸市 
災害等発生時における職員の応援及び

資機材の提供等 

15 明石市・加古川市消防相互応援協定 平成 19 年 3月 30 日 加古川市 
災害等発生時における職員の応援及び

資機材の提供等 

16 
災害時における機能復旧対策事務応援に関する

協定 
平成 19 年 7月 10 日 明石市管工事業協同組合 

水道災害発生時の応急復旧、 

資機材の拠出等 

17 災害時における相互応援に関する協定 平成 19 年 9月 1日 淡路市 
食料その他生活必需品の提供、災害対応

に係る職員の応援及び資機材の提供等 

18 災害時における放送要請に関する協定 平成 19 年 11 月 1日 株式会社明石ケーブルテレビ 災害情報の放送要請 

19 
災害時における防災活動及び平常時における防

災活動への協力に関する協定 
平成 20 年 3月 3日 株式会社ダイエー 

食料、飲料水及び生活必需品の確保及び

平常時の防災啓発事業の推進 

20 
災害時における防災活動及び平常時における防

災活動への協力に関する協定 
平成 20 年 3月 3日 

マックスバリュ西日本株式

会社 

食料、飲料水及び生活必需品の確保及び

平常時の防災啓発事業の推進 



 

№ 協 定 等 名 称 締結日 締 結 先 内  容 

21 災害時における応急対策等の協力に関する協定 平成 20 年 3月 19 日 
兵庫県自動車整備振興会明

石支部 

災害時の被災者救援、障害物除去等の応

急対策業務の応援 

22 災害時における仮設便所等の供給に関する協定 平成 21 年 3月 17 日 
㈱レンタルのにっけん西神

戸営業所 
災害発生時の仮設便所等の供給 

23 災害時における仮設便所等の供給に関する協定 平成 21 年 3月 17 日 ㈲平野興業 災害発生時の仮設便所等の供給 

24 災害時における緊急応援に関する協定 平成 21 年 4月 1日 明石市管工事業協同組合 
水道災害発生時の応急復旧、資機材の拠

出等 

25 災害時における輸送業務に関する協定 平成 23 年 9月 1日 明石地区タクシー協会 災害時における人員等の輸送への協力 

26 
災害時における遺体の安置・搬送等の協力に関す

る協定 
平成 23 年 10 月 1日 ㈱平安 

災害時における遺体の安置・搬送等への

協力 

27 
災害時における遺体の安置・搬送等の協力に関す

る協定 
平成 23 年 10 月 1日 ㈱タルイ 

災害時における遺体の安置・搬送等への

協力 

28 
災害時等における人員輸送等の協力に関する協

定 
平成 24 年 3月 17 日 山陽バス株式会社 災害時における人員等の輸送への協力 

29 
災害時等における人員輸送等の協力に関する協

定 
平成 24 年 3月 17 日 神姫バス株式会社 災害時における人員等の輸送への協力 

30 
災害時における応急復旧等業務の応援に関する

協定 
平成 24 年 4月 1日 第一環境㈱関西支店 

水道災害発生時の応急復旧、資機材の拠

出等 

31 
東播磨地域及び中河内地域災害時相互応援に関

する協定 
平成 24 年 4月 1日 

明石市、加古川市、播磨町、

稲美町、八尾市、東大阪市、

柏原市 

食料その他生活必需品の提供、災害対応

に係る職員の応援及び資機材の提供等 

32 災害時における支援協力に関する協定 平成 24 年 7月 1日 
兵庫県石油商業組合西神明

石支部 

災害時における石油類燃料の供給及び

被災者の救援 

33 
災害時における兵庫県明石市と千葉県市川市と

の相互応援に関する協定 
平成 25 年 1月 17 日 市川市 

食料その他生活必需品の提供、災害対応

に係る職員の応援等 

34 
明石市と加古川市の間に設置する連絡管に関す

る基本協定 
平成 16 年 3月 27 日 加古川市 災害発生時の連絡管による応援給水 

35 津波一時避難地としての利用に関する協定 平成 25 年 4月 1日 
川崎重工業株式会社明石工

場事務所 

津波一時避難地としての敷地の利用に

関する協力 

36 明石川崎ヘリポート使用に関する協定 平成 25 年 4月 1日 
川崎重工業株式会社明石工

場事務所 

災害時のヘリポートの使用に関する協

力 

37 災害時における支援協力に関する協定 平成 25 年 9月 1日 
一般社団法人兵庫県ＬＰガ

ス協会明石支部 

災害時におけるＬＰガス及び資機材の

供給に関する協力 

38 災害時における物資等の輸送に関する協定 平成 25 年 9月 1日 
一般社団法人兵庫県トラッ

ク協会明石支部 

災害時における物資等の輸送に必要な

車両及び人員の提供 

39 兵庫県広域消防相互応援協定 平成 25 年 10 月 23 日 
兵庫県内市町及び消防一部

事務組合等 

大規模災害発生時における職員の応援

及び資機材の提供等 

40 
明石市と播磨町の間に設置する連絡管に関する

基本協定 
平成 16 年 12 月 3日 播磨町 災害発生時の連絡管による応援給水 

41 
災害時における避難所及び防災関係機関の活動

拠点等の使用に関する協定 
平成 25 年 12 月 20 日 神戸刑務所 

災害時に避難所及び防災関係機関の活

動拠点等としての施設の使用に関する

協力 

42 
瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関

する協定（締結日は明石市加入日） 
平成 25 年 12 月 27 日 

明石市及び近畿・中国・四国・

九州の沿岸部自治体 

応急対策・復旧に係る職員及び資機材等

の提供 

43 

災害時における明石市と兵庫県立大学看護学部

及び地域ケア開発研究所の支援協力に関する協

定 

平成 26 年 3月 11 日 兵庫県立大学 
災害発生時における被災者支援、救護所

等での救護・看護に関する協力 

44 播磨広域防災連携協定 平成 26 年 4月 22 日 
明石市を含む播磨地域１３

市９町 

応急対策・復旧に係る職員及び資機材等

の提供 

45 
明石市災害時における応急対策業務に関する協

定 
平成 26 年 7月 10 日 

㈱金田土木協力会 

災害時応急対策協議会 
災害応急対策業務の応援 

46 
明石市と稲美町の間に設置する連絡管に関する

基本協定 
平成 16 年 10 月 2日 稲美町 災害発生時の連絡管による応援給水 

47 
明石市災害時における応急対策業務に関する協

定 
平成 26 年 12 月 25 日 協同会 災害応急対策業務の応援 

48 明石市災害時におけるボランティア協定 平成 27 年 3月 11 日 アカシクリエイティブクラブ 
災害発生時のボランティア活動への協

力 



 

№ 協 定 等 名 称 締結日 締 結 先 内  容 

49 明石市災害時におけるボランティア協定 平成 27 年 3月 11 日 一般社団法人明石青年会議所 
災害発生時のボランティア活動への協

力 

50 災害に係る情報発信等に関する協定 平成 27 年 9月 1日 ヤフー株式会社 災害に係る情報発信等 

51 
災害時における段ボール製品の供給に関する協

定 
平成 28 年 3月 11 日 セッツカートン株式会社 災害時における段ボール製品の供給 

52 災害時における緊急測量業務に関する協定 平成 28 年 3月 11 日 明石市測量設計業協会 災害時における緊急測量業務への協力 

53 
災害発生時における要配慮高齢者等福祉避難所

の設置運営に関する協定 
平成 29 年 3月 11 日 

社会福祉法人山輝会ウェル

フェア・グランデ明石 

災害時における福祉避難所の開設、要配

慮高齢者の受け入れ 

54 
災害発生時における要配慮障害者等福祉避難所

の設置運営に関する協定 
平成 29 年 3月 11 日 社会福祉法人博由社博由園 

災害時における福祉避難所の開設、要配

慮障害者の受け入れ 

55 
災害発生時における要配慮障害者等福祉避難所

の設置運営に関する協定 
平成 29 年 3月 11 日 社会福祉法人明桜会 

災害時における福祉避難所の開設、要配

慮障害者の受け入れ 

56 
災害発生時における要配慮者等福祉避難所の設

置運営に関する協定 
平成 29 年 3月 11 日 

医療法人社団医仁会ふくや

ま病院 

災害時における福祉避難所の開設、要配

慮者の受け入れ 

57 
災害発生時における要配慮者等福祉避難所の設

置運営に関する協定 
平成 29 年 9月 1日 

医療法人双葉会西江井島病

院 

災害時における福祉避難所の開設、要配

慮者の受け入れ 

58 
災害発生時における福祉用具等物資の供給等協

力に関する協定 
平成 29 年 9月 1日 

一般社団法人日本福祉用具

供給協会 
災害時における福祉用具等物資の供給 

59 
災害時における福祉避難所の設置運営に関する

協定 
平成 30 年 3月 11 日 

国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター自立支援局神

戸視力障害センター 

災害時における福祉避難所の開設、視力

障害のある要配慮者の受け入れ 

60 災害時における応急活動に関する協定 平成 30 年 1月 22 日 
神鋼環境メンテナンス株式

会社 

水道災害発生時の応急復旧、資機材の拠

出等 

61 中核市災害相互応援協定 平成 30 年 4月 1日 明石市ほか中核市 
食料その他生活必需品の提供、災害対応

に係る職員の応援及び資機材の提供等 

62 災害時における施設等の提供協力に関する協定 平成 31 年 3月 11 日 

アスピア明石北館・南館管理

組合 

明石地域振興開発株式会社 

市本庁舎等が使用不能となった場合の

代替施設としての施設等の提供協力 

63 災害時における航空写真撮影等に関する協定書 令和元年 5月 14 日 株式会社パスコ神戸支店 
災害時等に、航空写真撮影等の必要が生

じた場合の支援 

64 
災害時における避難所としての施設使用に関す

る協定書 
令和 2年 8月 6日 国立大学法人 神戸大学 

災害発生時に市の指定避難所での収容

が困難になった場合に施設の一部を避

難所として使用 

 
 
  



 

第６ ヘリコプター臨時離着陸場適地 

所在地 施設名称 管 理 連絡先 最大対応機種 
敷地の広さ 

延長 幅 

明石市大久保町松陰字石ヶ谷 

1126-47 
石ヶ谷公園野外活動広場 

明石市都市局 

都市整備室緑化公園課 
078-918-5039 川崎 CH-47J 80m 120m 

明石市明石公園 1-27 明石公園補助競技場 
公益財団法人 

兵庫県園芸・公園協会 
078-912-7600 バートル 107 120m 57m 

明石市北王子町 13-71 
兵庫県立大学 

明石キャンパス内グランド 
兵庫県立大学 078-794-6580 バートル 107 110m 60m 

明石市大久保町松陰 338-1 明石北わんぱく広場 
明石市都市局 

都市整備室緑化公園課 
078-918-5039 川崎 CH-47 130m 120m 

明石市大久保町大久保 742 

明石市大久保浄化センター 
八木双葉グランド 

明石市都市局下水道室 

下水道施設課 
078-934-3425 川崎 CH-47 65m 65m 

明石市二見町南二見 8-1 明石海浜公園自由広場 
明石市都市局 

都市整備室緑化公園課 
078-918-5039 川崎 CH-47 60m 80m 

 
 
  



 

第７ 避難施設一覧 

 名 称 
所在地 

町丁目名・番（番地）・号 

収容人数 避難施設の面積 

屋内 
（人） 

屋外 
（人） 

屋内部分 
（㎡） 

屋外部分 
（㎡） 

1 松江公園 松江 0 5,500  11,000 

2 上ケ池公園 鳥羽 0 13,000 0 26,000 

3 明石市立弁財天厚生館 小久保 5丁目 14-5 169 0 338 0 

4 明石市立鳥羽厚生館 野々上 1丁目 11-14 170 0 339 0 

5 望海浜公園 船上町 0 11,500 0 23,000 

6 朝霧公園 松が丘 5丁目 0 11,000 0 22,000 

7 大蔵海岸公園 大蔵海岸通 2丁目 0 18,500 0 37,000 

8 明石市立西大窪厚生館 大久保町大窪 353 134 0 268 0 

9 石ケ谷公園 大久保町松陰 0 69,500 0 139,000 

10 明石市立松陰厚生館 大久保町松陰 95-2 133 0 266 0 

11 八木遺跡公園 大久保町八木 0 6,500 0 13,000 

12 明石市立西八木厚生館 大久保町八木 599-3 168 0 336 0 

13 金ケ崎公園 魚住町金ケ崎 0 42,500 0 85,000 

14 明石市立美里厚生館 魚住町西岡 996-1 262 0 524 0 

15 明石海浜公園 二見町南二見 0 85,000 0 170,000 

16 明石市立上西厚生館 二見町西二見 515 270 0 540 0 

17 明石市立西部文化会館 二見町西二見 597-2 552 0 1,104 0 

18 明石市立勤労福祉会館 相生町 2丁目 7-12 2,187 0 4,373 0 

19 明石市立市民ホール 本町 1丁目 1-32 363 0 726 0 

20 明石市立松が丘小学校 松が丘 3丁目 1-1 3,902 5,713 7,804 11,426 

21 明石市立朝霧小学校 大蔵谷字奥 837-2 3,354 3,863 6,708 7,726 

22 明石市立人丸小学校 東人丸町 26-29 4,477 2,911 8,954 5,821 

23 明石市立明石小学校 山下町 12-21 3,299 2,562 6,598 5,124 

24 明石市立中崎小学校 中崎 1丁目 4-1 3,234 4,360 6,467 8,719 

25 明石市立大観小学校 大明石町 2丁目 8-30 2,631 4,831 5,262 9,661 

26 明石市立王子小学校 王子 1丁目 1-1 3,139 2,000 6,278 4,000 

27 明石市立貴崎小学校 貴崎 5丁目 5-52 3,037 5,920 6,074 11,840 

28 明石市立林小学校 林崎町 1丁目 8-10 3,316 3,671 6,632 7,341 



 

 名 称 
所在地 

町丁目名・番（番地）・号 

収容人数 避難施設の面積 

屋内 
（人） 

屋外 
（人） 

屋内部分 
（㎡） 

屋外部分 
（㎡） 

29 明石市立和坂小学校 和坂 2丁目 12-1 2,817 3,002 5,634 6,003 

30 明石市立花園小学校 西明石南町 1丁目 1-10 3,596 3,030 7,192 6,059 

31 明石市立鳥羽小学校 西明石北町 2丁目 2-1 3,469 2,850 6,937 5,700 

32 明石市立沢池小学校 明南町 3丁目 3-1 2,804 3,359 5,607 6,717 

33 明石市立藤江小学校 藤江 235 3,831 2,262 7,661 4,524 

34 明石市立大久保小学校 大久保町大久保町 430 4,373 3,992 8,745 7,983 

35 明石市立大久保南小学校 
大久保町ゆりのき通 
3 丁目 1 3,947 1,808 7,894 3,615 

36 明石市立山手小学校 大久保町大窪 1600 3,710 3,433 7,419 6,866 

37 明石市立高丘東小学校 大久保町高丘 3丁目 2 3,643 3,511 7,285 7,022 

38 明石市立高丘西小学校 大久保町高丘 7丁目 23 3,349 3,511 6,697 7,022 

39 明石市立谷八木小学校 大久保町谷八木 878 2,713 4,591 5,426 9,182 

40 明石市立江井島小学校 大久保町西島 252 4,823 6,616 9,646 13,232 

41 明石市立錦が丘小学校 
魚住町錦が丘 1丁目 
17-5 2,934 2,500 5,868 5,000 

42 明石市立魚住小学校 魚住町清水 570 3,395 2,143 6,790 4,286 

43 明石市立清水小学校 魚住町清水 1752-2 3,527 4,324 7,053 8,647 

44 明石市立錦浦小学校 魚住町西岡 1349 3,458 3,578 6,916 7,155 

45 明石市立二見北小学校 二見町福里 274 3,868 8,397 7,735 16,794 

46 明石市立二見小学校 二見町東二見 454 3,254 3,926 6,508 7,852 

47 明石市立二見西小学校 西二見 383-34 3,252 3,950 6,503 7,900 

48 明石市立朝霧中学校 大蔵谷奥 4-1 4,506 7,382 9,012 14,764 

49 明石市立大蔵中学校 西朝霧丘 4-7 4,069 8,409 8,137 16,817 

50 明石市立錦城中学校 上ノ丸 3丁目 1-11 2,483 6,722 4,965 13,444 

51 明石市立衣川中学校 南王子町 7-1 4,862 3,961 9,723 7,922 

52 明石市立望海中学校 西明石南町 1丁目 1-33 4,914 5,400 9,827 10,800 

53 明石市立野々池中学校 沢野 1丁目 3-1 4,192 5,000 8,384 10,000 

54 明石市立大久保中学校 大久保町大久保町 200 5,192 7,170 10,383 14,340 

55 明石市立大久保北中学校 大久保町大窪 2030 3,846 5,253 7,692 10,505 

56 明石市立高丘中学校 大久保町高丘 5丁目 14 4,216 5,243 8,432 10,486 

57 明石市立江井島中学校 大久保町西島 680-5 3,012 5,573 6,023 11,146 



 

 名 称 
所在地 

町丁目名・番（番地）・号 

収容人数 避難施設の面積 

屋内 
（人） 

屋外 
（人） 

屋内部分 
（㎡） 

屋外部分 
（㎡） 

58 明石市立魚住東中学校 魚住町金ケ崎 1687-14 4,121 6,740 8,242 13,480 

59 明石市立魚住中学校 魚住町清水 364 3,716 9,017 7,431 18,033 

60 明石市立二見中学校 二見町西二見 594 4,449 11,660 8,897 23,319 

61 明石市立明石商業高等学校 魚住町長坂寺 1250 5,642 11,000 11,284 22,000 

62 明石市立明石養護学校 大久保町大窪 2752-1 1,357 990 2,713 1,980 

63 明石市立少年自然の家 大久保町江井島 567 2,157 0 4,314 0 

64 兵庫県立明石北高等学校 
大久保町松陰字雑菜池 
364-1 7,171 12,602 14,341 25,203 

65 兵庫県立明石高等学校 荷山町 1744 720 12,180 1,440 24,360 

66 兵庫県立明石南高等学校 明南町 3丁目 2-1 750 18,259 1,500 36,517 

67 兵庫県立明石城西高等学校 大久保町谷八木 1190-7 525 9,546 1,050 19,091 

68 兵庫県立明石清水高等学校 魚住町清水 630-1 653 11,825 1,305 23,650 

69 兵庫県立明石西高等学校 二見町西二見 1642-1 508 12,222 1,015 24,444 

70 明石公園 明石公園 138 274,000 276 548,000 

 
 
  



 

第８ 各種様式 
１ 安否情報様式 

様 式 第 １ 号 （ 第 １ 条 関 係 ） 
安 否 情 報 収 集 様 式 （ 避 難 住 民 ・ 負 傷 住 民 ） 

記 入 日 時 （   年  月  日  時  分） 
① 氏 名  

② フ リ ガ ナ  

③ 出 生 の 年 月 日 年   月   日 

④ 男 女 の 別 男       女 

⑤ 住 所（郵便番号を含む。）  

⑥ 国 籍 日本 その他（          ） 

⑦ その他個人を識別するための情報  

⑧ 負 傷 （ 疾 病 ） の 該 当 負傷      非該当 

⑨ 負 傷 又 は 疾 病 の 状 況  

⑩ 現 在 の 居 所  

⑪ 連 絡 先 そ の 他 必 要 情 報  

⑫ 親族・同居者からの照会があれば、①～⑪ 

を回答する予定ですが、回答を希望しない

場 合は、で囲んで下さい。 

回答を希望しない 

⑬ 知人からの照会があれば① ⑦ ⑧ を回答 

する予定ですが、回答を希望しない場合は

○ を囲んで下さい。 

回答を希望しない 

⑭ ①～⑪を親族・同居者・知人以外の者から 

の照会に対する回答又は公表することにつ

いて、同意するかどうか○で囲んで下さい。 

同意する 

 

同意しない 

※ 備 考 

( 注１ )  本収集は、国民保護法第 9 4 条第１ 項の規定に基づき実施するものであり、個人情報の保護に十分留意しつ
つ、上記⑫～⑭の意向に沿って同法第 9 5 条第１ 項の規定に基づく安否情報の照会に対する回答に利用しま
す。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の確認事務のため、行政内部で利用するこ
とがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入力、回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があり
ます。 

( 注２ )  親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、知人とは、友人、職場
関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。  

( 注３ ) 「③ 出生年月日」欄は元号表記により記入すること。  
( 注４ ) 回答情報の限定を希望する場合は備考欄にご記入願います。 



 

 
 

様 式 第 ２ 号 （ 第 １ 条 関 係 ） 
安 否 情 報 収 集 様 式 （ 死 亡 住 民 ） 

記 入 日 時 （   年  月  日  時  分） 
① 氏 名  

② フ リ ガ ナ  

③ 出 生 の 年 月 日 年   月   日 

④ 男 女 の 別 男       女 

⑤ 住 所（郵便番号を含む。）  

⑥ 国 籍 日本 その他（          ） 

⑦ その他個人を識別するための情報  

⑧ 死亡の日時、場所及び状況 負傷      非該当 

⑨ 遺体が安置されている場所  

⑩ 連絡先その他必要情報  

⑪ ①～⑩を親族・同居者・知人以外の者から

の照会に対する回答することへの同意 

同意する 

 

同意しない 

※ 備 考 

( 注１ ) 本収集は、国民保護法第 9 4 条第１ 項の規定に基づき実施するものであり、親族・知人については、個人情

報の保護に十分留意しつつ、原則として親族・同居者・知人からの照会があれば回答するとともに、上記⑪の意

向に沿って同法 95 条第１項の規定に基づく安否情報の照会に対する回答に利用します。また、国民保護法上の

救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の確認事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記

入情報の収集、パソコンの入力、回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 

( 注２ ) 親族・同居者・知人であるかの確認は申請書面により形式的審査を行います。また、知人とは、友人、職場関

係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。  

( 注３ ) 「③出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。  

( 注４ ) 回答情報の限定を希望する場合は備考欄に御記入願います。 

 
⑪の同意回答者名  連絡先  

同意回答者住所  続 柄  

( 注５ ） ⑪の回答者は、配偶者又は直近の直系親族を原則とします。 
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様 式 第 ４ 号 （ 第 ３ 条 関 係 ） 
安 否 情 報 照 会 書 

 

年  月  日 

   総務大臣 

（都道府県知事） 殿 

（市町村長） 

申 請 者 

住所（居所）               

氏 名                       

下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第９５ 

条第１項の規定に基づき、安否情報を照会します。 

照会をする理由 

（○を付けて下さい。③の

場合、理由を記入願いま

す。） 

① 被照会者の親族又は同居者であるため。 

② 被照会者の知人（友人、職場関係者及び近隣住民）であるため。 

③ その他 

（ ） 

備 考  

被
照
会
者
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項 

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出 生 の 年 月 日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍 
(日本国籍を有しない者に限る。) 

 

その他個人を識別
するための情報 

 

※ 申 請 者 の 確 認  

※ 備 考  

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とします。 

２ 法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を記入願います。 

３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入願います。 

４  ※印の欄には記入しないで下さい。 

 



 

 

 

様 式 第 ５ 号 （ 第 ４ 条 関 係 ） 
安 否 情 報 回 答 書 

 

年  月  日 

殿 
 

総務大臣 

（都道府県知事） 

(市町村長) 

 

年   月   日付けで照会があった安否情報について、下記のとおり回答します。 

避難住民に該当するか否かの別  

武力攻撃災害により死亡し又は負

傷した住民に該当するか否かの別 
 

被

照

会

者 

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出 生 の 年 月 日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍 
(日本国籍を有しない者に限る。) 

 

そ の 他 個 人 を 識 別 
す る た め の 情 報 

 

現 在 の 居 所  

負傷または疾病の状況  

連絡先その他必要情報  

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 「避難住民に該当するか否かの別」欄には「該当」又は「非該当」と記入し、「武力攻撃災害によ 

り死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別」欄には「死亡」、「負傷」又は「非該当」と記 

入すること。 

３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 

４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した上 

で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「居所」欄に「遺体が安置されている場所」 

を記入すること。 

５ 安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。 



 

２ 被災情報の報告様式 
  

 

 年  月  日に発生した○○○による被害（第 報） 
 

 年  月  日   時  分 

明  石  市 

 

１ 武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域） 
 (1) 発生日時     年  月  日 
 (2) 発生場所  ○○市△△町Ａ丁目Ｂ番Ｃ号（北緯  度、東経  度） 
２ 発生した武力攻撃災害の状況の概要 

 

３ 人的・物的被害状況 

 

市町村名 

人 的 被 害 住 家 被 害 その他  

死 者 
行 方 

不明者 

負 傷 者 
全壊 半壊  

重傷 軽傷 

(人) (人) (人) (人) (棟) (棟)  

        

        

        

 
※ 可能な場合、死者について、死亡地の市町村名、死亡の年月日、性別、年齢及び死亡時

の概況を一人ずつ記入してください。 

 市町村名 年月日 性別 年齢 概     況  

     

     

     

 

 

 

  



 

第９ 生活関連等施設の安全確保の留意点 
生活関連等施設の種類及び所管省庁 

施行令 施  設  の  種 類 所管省庁名 

27 条１号 発電所（最大出力５万 kw 以上）、変電所（使用電圧 10 万Ｖ以上） 経済産業省 

27 条２号 
ガス工作物（ガス発生設備、ガスホルダー、ガス精製設備に限り、簡易ガス事業
用を除く） 

経済産業省 

27 条３号 取水施設、貯水施設、浄水施設、配水池（供給能力 10 万㎥／１日以上） 厚生労働省 

27 条４号 鉄道施設、軌道施設（平均利用者数 10 万人／１日以上） 国土交通省 

27 条５号 電気通信事業用交換設備 総務省 

27 条６号 
放送用無線設備（ＮＨＫ等の国内向けの放送局であって、地上にあるもののう
ち、中継局を除くいわゆる親局の無線設備） 

総務省 

27 条７号 水域施設、係留施設 国土交通省 

27 条８号 滑走路等、旅客ターミナル施設、航空保安施設 国土交通省 

27 条９号 
ダム（土砂の流出を防止し、及び調節するため設けるダム及び基礎地盤から堤頂
までの高さが 15ｍ未満のダムを除く） 

国土交通省 
農林水産省 

27 

条 

10 

号 

28条１号 危険物の取扱所 総務省消防庁 

28条２号 
毒物劇物営業者の取扱所、特定毒物研究者の取扱所、毒物劇物を業務上取り扱う
者の取扱所 

厚生労働省 

28条３号 火薬類の製造所、火薬庫 経済産業省 

28条４号 高圧ガスの製造施設、貯蔵施設 経済産業省 

28条５号 
核燃料物質使用施設、試験研究用原子炉、加工施設、実用原子力発電所、使用済
燃料貯蔵施設、再処理施設、廃棄物管理施設、廃棄物埋設施設 

原子力規制 
委員会 

28条６号 核原料物質使用施設、製錬施設 
原子力規制 
委員会 

28条７号 
放射性同位元素使用事業者の取扱所、表示付認証機器使用事業者の取扱所、放射
性同位元素廃棄業者 

原子力規制 
委員会 

28条８号 薬局、一般販売業の店舗、毒薬劇薬の製造業者等 
厚生労働省 
農林水産省 

28条９号 ＬＮＧタンク、発電機冷却用水素ボンベ、脱硝用アンモニアタンク 経済産業省 

28条10 号 生物剤・毒素の取扱所 
各省庁 
（主務大臣） 

28条11 号 毒性物質の取扱所 経済産業省 

 


